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フィットネスクラブ新規入会者の退会に関連する心理的要因

前向きコホート研究
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目的 健康増進施設であるフィットネスクラブ（ˆtness club: FC）では，約 4 割以上の新規入会者

が 6 か月以内に退会する。運動の習慣化に心理行動医学的アプローチが重要とされるが，民間

FC の退会と関連する心理的要因を検討した報告は極めて少ない。そこで，本研究の目的は

FC 新規入会者における運動習慣の促進要因・阻害要因と退会との関連を明らかにすることで

ある。

方法 単一の経営母体である民間 FC（17施設）の協力を得てコホート研究を実施した。2015年 4

月 1 日から2016年 3 月31日までのすべての新規入会者（5,421人）に自記式質問紙調査を依頼

し，2,934人より回答を得た。未成年者（n＝167）および回答欠損者（n＝702）は解析から除

外した。運動習慣の心理的要因は「簡易版運動習慣の促進要因・阻害要因尺度」で評価した。

2016年 9 月30日まで追跡し退会の有無を把握した。Cox 比例ハザードモデルにより全体および

性・年齢階級別に検討した。

結果 最終的な分析対象者は2,065人（平均年齢［標準偏差］，39.0［15.0］歳，男性28.8）で，

追跡不能者はいなかった。平均追跡期間は10.1（4.4）か月で，退会率は24.6人/1,000人月であっ

た。全体の分析では心理的要因と退会に有意な関連は認めなかった。層別解析において4059

歳の男性では「健康体力（促進要因）」得点が高い者ほど退会率が低かった（HR, 0.72［0.52

1.00］）。39歳以下の女性では，「身体的・心理的阻害（阻害要因）」得点が高い者では退会率が

高かった（HR, 1.10［1.011.19］）。4059歳の女性では「対人関係（促進要因）」得点が高い

者ほど退会率が低く（HR, 0.84［0.740.97］），「怠惰性（阻害要因）」得点が高い者ほど退会

率が低かった（HR, 0.85［0.730.99］）。男女とも60歳以上では「自己の向上（促進要因）」得

点が高い者ほど退会率が高かった（男性HR, 2.52［1.105.81］，女性HR, 1.31［1.001.72］）。

結論 退会と関連する入会時の心理的要因は性・年齢階級により異なった。退会予防には入会者の

属性や心理的要因に即した運動プログラムの提供が必要と考えられた。
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 緒 言

習慣的な運動実施による冠動脈疾患や脳卒中等の

予防効果が報告されている1)。しかし，日本人成人

における運動習慣者の割合は1995年から2016年まで

の22年間において，男性は横ばい，女性では2000年

以降低下していた現状が報告されている2)。運動習

慣者の増加が望まれるにもかかわらず，現状からは

運動習慣の獲得が困難であることが示唆される。
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フィットネスクラブ（ˆtness club: FC）への新規

入会は入会者が運動を開始し継続する良い機会と捉

えられる。FC は「健康日本21（第二次）」におい

て健康増進施設としての重要なリソースとしても位

置付けられている3)。経済産業省も日本再興戦略の

柱の一つとして「健康寿命延伸産業の育成」を掲げ

ており4)，FC 会員の増加によるフィットネス産業

の成長は我が国の健康づくりにおいても大きな意義

を持つと期待される。しかし，我が国の2018年時点

での FC 会員数はおよそ424万人であり，総人口に

おける FC 加入率は3.3にとどまっており，米国

（20.3），ドイツ（12.9），英国（14.8）などの

先進諸国の FC 加入率と比較して極めて低いことが

指摘されている5)。国外の先行研究によれば FC の

新規会員の入会後の退会率は高く，入会からわずか

36 か月までの早期の段階で新規会員の4065が

FC を退会することが報告されている6,7)。このほ

か，国内での FC 入会者を対象に退会と関連する要

因を検討した報告はほとんどない8)。運動による健

康効果をより享受しうるには運動の習慣化が重要で

あり，FC の継続は運動の習慣化に資すると考えら

れる。よって，FC の継続・退会と関連する要因を

明らかとすることは有益である。

人々の運動習慣を促進させる方法の一つに行動科

学を用いた手法が挙げられる。そこでは心理行動医

学的なアプローチのもと運動習慣に関連する心理的

要因として，運動促進要因・阻害要因についての研

究が行われてきた9～12)。しかし，先行研究では運動

の継続に関連する運動習慣の促進・阻害要因は，職

域における労働者，介護予防教室の参加者，および

一般地域住民等を対象としており13～15)，FC の新規

入会者における心理的要因とその後の退会との関連

は十分検討されていない。我々の知る限り，山下ら

が国内のメディカルフィットネスの利用経験者を対

象として運動継続と性格特性との関連を調査した報

告が一報あるが，その研究は横断研究であること，

1 施設のみでの検討であること，などの限界点があ

る8)。

そこで本研究は，多施設における FC 新規会員を

対象に縦断的研究によって運動習慣の促進要因・阻

害要因と退会との関連を明らかとすることを目的と

した。

 研 究 方 法

. 研究デザイン

本研究は，同一の管理運営母体からなる多施設

FC の新規入会者を対象とした前向きコホート研究

である。

. 研究対象者およびデータ収集

調査対象施設は管理運営母体を同一とする FC

（30施設）に対し研究参加を依頼した。本研究に協

力するかどうかは各 FC の施設長の判断による任意

参加とし，協力が得られた17施設で調査を実施し

た。調査対象者の選択基準はこれら17施設における

15歳以上の新規入会者全員とし，とくに除外基準は

設けなかった。本調査の実施対象の17施設において

2015年 4 月から2016年 3 月におけるすべての新規入

会者に対し，各 FC の専門スタッフが口頭および文

書にて研究の説明を行い，参加への同意を取得し

た。参加者の新規入会時に自記式質問紙調査を配布

し，同日中に各 FC 施設の専門スタッフへ提出する

よう依頼した。現場の専門スタッフの業務負担を回

避するため，データ欠損に対する再回答の依頼はし

なかった。調査評価項目にデータ欠損がある者は分

析から除外した。

. 調査項目

1) FC における入会および退会状況の把握

本研究の追跡期間は，研究対象者の入会日から

2016年 9 月30日とした。FC の退会の定義は，退会

を希望する会員が退会手続きのための書類を所属

FC に提出することとした。退会日は退会手続き書

類の提出日とした。各 FC が保有する会員情報に基

づき，参加者の FC 入会日，退会の有無，および退

会日についての情報を取得した。

2) 運動習慣に関する心理的要因

運動習慣に関する心理的要因について，石井らが

開発した簡易版運動習慣の促進要因・阻害要因尺度

を用いて評価した16)。本尺度は一般住民を対象に構

成概念妥当性（促進要因尺度 GFI＝ .98, AGFI

＝ .95, RMSEA＝ .06，阻害要因尺度 GFI＝ .97,

AGFI＝.95, RMSEA＝.06），および信頼性（運動

促進要因r＝0.640.73，運動阻害要因r＝0.51

0.79）が検証されている16)。基準関連妥当性は，運

動習慣のステージ分類（全熟考期/熟考期/準備期/

実行期/維持期）を指標として確認されている。本

尺度は運動促進要因として，5 つの因子（健康・体

力増進，心理的効果，対人関係，体重管理，自己の

向上）について各 2 問で計10問，運動阻害要因とし

て，5 つの因子（身体的・心理的阻害，時間の管

理，社会的支援の欠如，怠惰性，物理的環境）につ

いても同様に各 2 問で計10問の合計20問の質問項目

から構成されている。運動促進要因は「私にとって

運動をすることの主な利点は」という設問を 5 つの

各因子について尋ね，健康・体力増進因子の場合の

質問項目は「全身持久力が増す」および「健康にな

る」の 2 問である。以下，心理的効果因子の質問項
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目は「ストレスを解消しリラックスできる」，「楽し

くエンジョイできる」，対人関係因子は「交友関係

が深まる」，「友人と一緒にできる」，体重管理因子

は「適正体重を維持できる」，「外見が良くなる」，

自己の向上因子は「自分の能力を他人に認めてもら

える」，および「可能性への挑戦になる」である。

運動阻害要因は運動を実施しないときの主な理由に

ついて尋ね，身体的・心理的効果因子の質問項目は

「運動によって疲れてしまう」，および「運動はつま

らない」の 2 問である。以下，時間の管理因子の質

問項目は「十分な時間がない」，「仕事が多すぎる」，

社会的支援の欠如因子は「家族がすすめない」，「一

緒に運動する人がいない」，怠惰性因子は「無精で

ある」，「動機づけに欠ける」，物理的環境因子は

「天気が悪い」，および「施設がない」である。各項

目への回答は「1全くそうとは思わない」から「5

全くそうだと思う」の 5 件法のリッカートスケール

から 1 つを選択させるという尺度である。対象者の

各質問の回答から運動実施における促進要因（健

康・体力増進，心理的効果，対人関係，体重管理，

自己の向上の 5 因子）ならびに阻害要因（身体的・

心理的阻害，時間の管理，社会的支援の欠如，怠惰

性，物理的環境の 5 因子）の各因子に対する各 2 問

の合計点について 210点を算出し評価した。促進

要因の各因子は得点が高いほど自分にとって運動実

施を促す因子だと思っていることを示し，阻害要因

の各因子は得点が高いほど自分にとって運動実施を

阻害する因子だと思っていることを示す。

3) その他の評価項目

対象者の入会時における基本属性として性，年

齢，社会人口統計学的要因として就労の有無，最終

学歴，身体的要因として身長，体重，精神的要因と

して主観的健康観について，各々質問紙調査から回

答を得た。最終学歴は，大学院，大学，および専門

学校卒業者（教育年数13年以上）と，それ以外（高

校卒業以下）の者（教育年数13年未満）とにカテゴ

リー化して用いた。主観的健康観は，「あなたは普

段ご自分で健康だと思いますか」と尋ね，「健康で

ない」「あまり健康でない」「まあまあ健康である」

「とても健康である」の 4 件法で回答を得た。この

うち，「まあまあ健康である」「とても健康である」

と回答した者を主観的健康感が「良好群」，それ以

外に回答した者を主観的健康感が「不良群」にカテ

ゴリー化して用いた。身長，体重の数値から body

mass index（BMI）を算出した。

. 統計解析

本研究においては20歳以上の成人を分析対象とし

て以下の解析を実施した。ベースライン時点での対

象者特性は性別で示した。連続変数については平均

値（標準偏差），カテゴリカル変数については人数

と割合を示した。連続変数に対し 2 群間の比較には

対応のない t 検定またはマン・ホイットニーの U
検定，カテゴリカル変数にはカイ二乗検定を用い

た。退会率については1,000人月当たりの退会率お

よび95信頼区間（conˆdence interval: CI）を性別・

年齢階級別で算出した。性別・年齢階級別の退会率

の比較に Kaplan-Meier（KM）法および log-rank

検定を用いた。

運動実施における心理的要因と FC 退会との関連

は，Cox 比例ハザードモデルを用いて，心理的要因

ごとの退会に対するハザード比（hazard ratio: HR）

とその95 CI を算出した。解析モデルにおいて，

FC 退会までの在籍期間を目的変数，運動促進要因

ならびに阻害要因を説明変数，基本属性ならびに社

会人口統計学的要因，身体的・精神的要因を調整変

数として投入した。これらの変数は段階的に解析モ

デルに投入した。すなわち，Model 1では心理的要

因を 1 要因ずつ投入し，Model 2 では，Model 1 に

加え基本属性（性・年齢）を調整し，Model 3 では，

Model 2 に加えて社会的要因と身体的・精神的要因

を調整し，Model 4 では，すべての心理的要因を同

時投入し，調整因子は Model 3 と同様とした。

KM 法および Cox 比例ハザードモデルによる解

析にあたり，調査評価項目にデータ欠損がある者を

分析から除外した完全データによる検討を主要解析

とした。副次的解析として missing at random の仮

定に基づき多重代入法を用いて欠損値を補完した

データセットを20通り作成し Cox 比例ハザードモ

デルによる解析を行った。推定のため各データセッ

トの結果を統合した。

また，運動習慣と関連する心理的要因は性や年齢

階級によって異なる可能性が指摘されていることか

ら17)，性別・年齢階級別の分析を実施した。性・年

齢の欠損者が除外されている完全データを使用した。

すべての統計解析は IBM SPSS Statistics 26（日

本アイ・ビー・エム株式会社，東京，日本）を用い

て実施し，有意水準は両側検定で 5未満とした。

. 倫理的配慮

本研究の参加者には，各調査対象施設の専門ス

タッフにより調査の目的や個人情報の保護や同意の

撤回について文書および口頭にて説明し，研究参加

者全員からインフォームドコンセントを取得した。

同意取得の内容は質問紙調査への協力および退会に

関する情報の収集の可否としたため，質問紙調査に

協力がない者では退会の有無の把握はしなかった。

なお，本研究は，独立行政法人国立健康・栄養研
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図 本研究における対象者のフローチャート
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究所研究倫理審査委員会の承認を受けて実施した

（承認年月日2015年 2 月 4 日）。

 研 究 結 果

調査の実施対象の17施設において2015年 4 月から

2016年 3 月における15歳以上の新規入会者の総数は

5,421人であり，本研究への参加を同意した者は

2,934人（同意率54.1）であった。本研究に用

いた質問票は A4 サイズ 1 枚で表裏両面印刷であっ

たが，表面のみ記入し，裏面を白紙のままで提出し

た参加者が17の各 FC 施設にわたり合計276人存在

した。変数ごとにみた欠損値は0.7（主観的健康

感）から11.1（運動阻害要因［社会的支援の欠如，

怠惰性］）の範囲で認められた。変数のうち少なく

とも一つの欠損を認めた者は702人であり，未成年

者（167人）を除いた完全データによる成人の分析

対象者は2,065人（男性595人，女性1,470人）

であった。退会に関する追跡不能者はいなかった

（図 1）。データ欠損者は有効回答者と比べて平均年

齢が高く（データ欠損者 vs 有効回答者，平均年齢

［標準偏差］40.8［16.0] vs 39.0［15.0], P＜0.01），

データ欠損者の割合は男性（16.0）より女性

（27.0），有職者（15.0）より無職（19.8），お

よび教育年数が13年以上の者（14.7）より13年未

満の者（18.9）で有意に高い割合であった。運動

促進要因の各項目の得点については，データ欠損者

と有効回答者とに有意差は認めなかった。運動阻害

要因では，データ欠損者は有効回答者と比べ，身体

的・心理的および社会的支援の欠如の得点が高かっ

た（データ欠損者 vs 有効回答者，身体的・心理的

因子得点［標準偏差］5.3［1.8] vs 5.1［1.8]，社

会的支援の欠如因子得点4.3［1.7] vs 4.2［1.6],

P＜0.05）。

ベースライン調査時の対象者特性を表 1 に示す。

追跡期間の平均値（標準偏差）は，男性で10.3

（4.5）か月，女性で10.0（4.3）か月であった。平均

年齢は男性38.6（14.8）歳，女性は39.1（15.1）歳

であった。就労状況について有職者の割合は男性が

83.2と，女性の69.7より多かった。また，主観

的健康観が「良好群」に分類された者の割合は女性

の方が男性よりも多かった（74.8 vs 82.7）。心

理的要因得点において，運動習慣の促進要因では男

女ともに運動の利点として「健康・体力増進」因子

の得点が最も高く，「対人関係」因子の得点が最も

低かった。「心理的効果」因子の得点で男女差を認

めた。運動習慣の阻害要因では，男女ともに運動を

しない理由として「時間の管理」因子の得点が最も

高く，「社会的支援の欠如」因子の得点が最も低かっ

た。「身体的・心理的効果」因子の得点のみ男女差

を認めた。

性別・年齢階級別での退会率を表 2 に示す。本研

究の追跡期間中に，2,065人のうち511人（24.7）

が FC を退会した。1,000人月当たりの退会率は，

全体では24.6人（95 CI, 22.626.8人）であった。

退会者の平均在籍期間は5.7（2.9）か月，（中央値

［25パーセンタイル，75パーセンタイル］，5.6［3.6，



234

表 ベースライン時点における対象者特性

男性
（n＝595)

女性
（n＝1,470)

P 値

年齢（歳)a 38.6(14.8) 39.1(15.1) 0.484

年齢階級b

39歳以下 361(60.7) 829(56.4) 0.087

4059歳 157(26.4) 460(31.3)

60歳以上 77(12.9) 181(12.3)

就労状況b

無職 100(16.8) 445(30.3) ＜0.001

有職 495(83.2) 1,025(69.7)

教育年数b

13年未満 170(28.6) 416(28.3) 0.901

13年以上 425(71.4) 1,054(71.7)

主観的健康観b,

不良 150(25.2) 254(17.3) ＜0.001

良好 445(74.8) 1,216(82.7)

BMI（kg/m2)a 24.1(3.6) 22.1(3.6) ＜0.001

運動促進要因（点)a

健康・体力増進因子 8.9(1.3) 8.8(1.2) 0.665

心理的効果因子 8.1(1.5) 8.5(1.4) ＜0.001

対人関係因子 6.1(2.0) 6.1(2.0) 0.675

体重管理因子 7.9(1.4) 8.0(1.5) 0.131

自己の向上因子 6.2(1.9) 6.2(1.8) 0.562

運動阻害要因（点)a

身体的・心理的因子 4.8(1.8) 5.2(1.9) ＜0.001

時間の管理因子 6.8(2.1) 6.7(2.0) 0.544

社会的支援の欠如因子 4.3(1.7) 4.1(1.6) 0.053

怠惰性因子 5.6(2.0) 5.7(1.9) 0.322

物理的環境因子 5.4(2.0) 5.5(1.9) 0.624

a 平均（標準偏差)
b 人数（)

主観的健康感は「とても健康である」「まあまあ健康

である」と回答した者を「良好」，「あまり健康でな

い」「健康でない」と回答した者を「不良」とした。

表 性別・年齢階級別の1,000人月当たりの退会率

n 人月
退会
者数

1,000人月
当たりの退会率
（95CI)

全体

全年齢階級 2,065 20,787 511 24.6(22.626.8)

男性

全年齢階級 595 6,144 146 23.8(20.227.9)

39歳以下 361 3,614 99 27.4(22.533.3)

4059歳 157 1,676 34 20.3(14.528.3)

60歳以上 77 855 13 15.2(8.626.1)

女性

全年齢階級 1,470 14,643 365 24.9(22.527.6)

39歳以下 829 7,963 230 28.9(25.432.8)

4059歳 460 4,794 98 20.4(16.824.9)

60歳以上 181 1,886 37 19.6(14.227.0)

95CI95信頼区間
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7.6］か月）であった。男女で退会率に有意差は認

めなかったが，年齢階級別にみた退会率では男女と

もに若年層は高年層よりも退会率が高く，10か月以

内の退会が多かった（図 2）。

対象者全体における退会と運動促進/阻害要因と

の関連を表 3 に示す。性，年齢を調整した Model 1，

2 では，運動実施の利点として「体重管理」因子な

らびに「自己の向上」因子の得点が高い者では退会

率が高かった．「体重管理」因子は Model 3 でも有

意な 関連 を認 めた （ HR, 1.07; 95  CI, 1.00 

1.14）。しかし，Model 4 では，運動促進要因およ

び阻害要因のいずれも有意な関連を認めなかった。

多重代入法を用いた副次的分析においても，運動促

進要因および阻害要因のいずれも有意な関連を認め

なかった。

男性における年齢階級別での退会と心理的要因と

の関連を表 4 に示す。男性全体および39歳以下では

運動促進要因および阻害要因のいずれも有意な関連

を認めなかった。4059歳では，運動促進要因とし

て「健康・体力増進」因子の得点が高い者は有意に

退会率が低かった（HR, 0.72; 95 CI, 0.521.00）。

60歳以上では運動促進要因として「自己の向上」の

得点が高い者で退会率が高かった（HR, 2.52; 95

CI, 1.105.81）。

女性における年齢階級別での退会と心理的要因と

の関連を表 5 に示す。女性全体および39歳以下で

は，「身体的・心理的阻害」因子の得点が高い者で

は退会率が高かった（女性全体HR, 1.07; 95

CI, 1.001.15，39歳以下HR, 1.10; 95 CI, 1.01

1.19）。一方で，4059歳では，運動実施の利点にお

いて「対人関係」因子の得点が高い者では退会率が

低く（HR, 0.84; 95 CI, 0.740.97），阻害要因と

して「怠惰性」因子の得点が高い者で退会率が低かっ

た（HR, 0.85; 95 CI, 0.730.99）。60歳以上では

促進要因の「自己の向上」因子の得点が高い者は有

意に退会率が高かった（HR, 1.31; 95 CI, 1.00

1.72）。

 考 察

本研究では，17の民間 FC の新規入会者を対象に

コホート研究を実施し，国内 FC 会員における入会

初期の退会率および退会に関連する心理的要因につ

いて検討した。その結果，性・年齢を調整したモデ

ルにおいては，「体重管理」因子および「自己の向
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図 性，年齢階級別にみたフィットネスクラブ退会率
の比較，A)男女の比較，B)男性における年齢階級
別の比較，C)女性における年齢階級別の比較
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上」因子が退会と有意に関連した。しかし，これら

は社会的因子を調整したモデルでは有意な関連を示

さなかった。これまでに，年齢が低い者ほど，およ

び BMI が高い者ほど退会しやすいこと17)，また学

歴が高い者ほど運動を継続する傾向があることが報

告されている18)。今回これらを調整したモデルにお

いて関連性が消失したことより，社会的因子が交絡

要因であった可能性が考えられた。一方で，性別お

よび年齢階級別の検討において，これら社会的因子

を調整後も，各層においてそれぞれ異なる心理的要

因が退会と有意に関連していることが明らかとな

り，退会抑制策を講じるうえでは性別や各年齢階級

に応じた心理的要因に着目する必要性が示唆された。

入会時の運動習慣の促進要因・阻害要因のうち，

4059歳の男性で「健康・体力増進」（促進要因），

4059歳の女性で「対人関係」（促進要因）および

「怠惰性」（阻害要因）の各因子得点がそれぞれ高い

ほど退会率が低下した。一方で，女性全体および

2039歳の女性で「身体的・心理的阻害」（阻害要因）

因子，60歳以上の男女で「自己の向上」（促進要因）

因子のそれぞれ得点が高いほど退会率が増加した。

入会時の「促進要因」「阻害要因」は運動への「期

待」「障壁の予測」であり，提供された運動プログ

ラムがそれらに適合していたかどうかがFC の継続

に影響した可能性が考えられた。

退会率について，本研究の対象者では追跡期間中

に新規会員の24.7が退会した。先行研究では入会

から 36 か月で4065が退会するという報告と比

べると6,7)，本研究における退会率は低かった。こ

の点，本邦の退会率は海外よりも低いという可能性

や，本研究の対象者の同意率は56であり，参加者

は調査に協力的だった者といった選択バイアスが結

果に影響した可能性も考えられた。さらに，男女と

もに若年層では高年層よりも退会率が高いことが示

されたが，これは先行研究の結果と一致するもので

あった17)。このことから，とくに若年層に対して，

より積極的な退会予防のためのプログラムを提供す

ることの重要性が示唆された。

男性における年齢階級別の解析において，4059

歳の男性では，「健康・体力増進」因子の得点が高

い者，すなわち，運動が健康・体力増進に役立つこ

とを運動実施の利点としている者ほど退会しにくい

ことが示された。このことは先行研究においても同

様の結果が報告されている17,19)。中年期では，体力

の低下や生活習慣病の発症率が高まることから，こ

れを予防することを目的とする者では，運動実施に

対する強い動機付けがされているのかもしれな

い20)。運動継続には，数値目標を持つことが有効と

されているが21)，体力や体重，健康診断等における

血液検査の結果は数値で確認することが可能である

ため，運動による効果を実感しやすい。Gjestvang

らは，12か月間における FC 利用頻度と身体指標

（体重，体脂肪，最大筋力，最大酸素摂取量）の変

化量との関連を検討し，利用頻度が高い者ほど最大

酸素摂取量が増大したことを報告している22)。運動

実施による効果を感じることで，FC 継続のモチ

ベーションが強化され，FC での運動継続につなが

るのかもしれない。60歳以上のモデルでは，促進要

因である「自己の向上」因子の得点が高い者，すな
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表 フィットネスクラブの退会と心理的要因との関連（n＝2,065)

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4

HR 95CI P 値 HR 95CI P 値 HR 95CI P 値 HR 95CI P 値

運動促進要因

健康・体力増進 1.02 0.951.10 0.530 1.01 0.941.09 0.776 1.01 0.941.09 0.702 0.97 0.891.06 0.519

心理的効果 1.03 0.961.09 0.434 1.01 0.951.08 0.654 1.02 0.961.09 0.483 1.02 0.941.10 0.647

対人関係 1.01 0.971.06 0.555 1.01 0.971.06 0.581 1.00 0.961.05 0.848 0.97 0.921.02 0.238

体重管理 1.10 1.031.17 0.004 1.07 1.001.14 0.042 1.07 1.001.14 0.040 1.06 0.991.15 0.105

自己の向上 1.06 1.011.11 0.020 1.05 1.001.11 0.038 1.05 1.001.10 0.071 1.05 0.981.11 0.155

運動阻害要因

身体的・心理的阻害 1.03 0.981.08 0.241 1.02 0.971.07 0.492 1.02 0.971.07 0.524 1.05 0.991.11 0.130

時間の管理 0.98 0.941.02 0.365 0.96 0.921.00 0.056 0.97 0.921.01 0.136 0.96 0.921.01 0.144

社会的支援の欠如 1.01 0.961.07 0.717 1.01 0.961.07 0.668 1.01 0.951.06 0.847 1.03 0.961.09 0.432

怠惰性 0.98 0.931.02 0.292 0.98 0.931.02 0.271 0.97 0.931.02 0.255 0.97 0.911.03 0.278

物理的環境 0.99 0.951.04 0.647 0.98 0.931.02 0.348 0.98 0.931.02 0.298 0.98 0.931.03 0.429

HRハザード比，95CI95信頼区間

Model 1調整変数は投入せず，心理的要因と退会との関連を 1 要因ずつ検討した。

Model 2Model 1 に，性，年齢を調整変数として投入して検討した。

Model 3Model 2 に就労状況，教育年数，主観的健康観，BMI を調整変数として投入して検討した。

Model 4性，年齢，就労状況，教育年数，主観的健康観，BMI を調整し，すべての心理的要因を説明変数として同

時投入して検討した。
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わち運動実施の利点を，自分の能力を他人に認めて

もらうことや自分の可能性の挑戦になるとしている

者ほど退会しやすかった。江口らは，労働者におけ

る運動継続理由因子を検討し，「運動で成果を上げ

て驚かせたいから」や「尊敬されたいから」といっ

た「依存，自尊」に関わる因子は運動継続に抑制的

に影響すると報告しており13)，本研究の結果を支持

するものであった。「自己の向上」因子が運動実施

の利点と捉える者では，たとえばウエイトマシンや

トレッドミルなどの機器を用いて各個人で黙々とト

レーニングを行っているのかもしれない。その場合，

FC 内で自然発生的には仲間ができにくく，たとえ

ば自己の能力を他者から認めてもらう機会が期待し

たよりも少ない可能性がある。運動継続には，グ

ループで運動を行うなどの連帯的サポートが重要な

役割を果たすため23)，このような者には積極的に仲

間づくりの場を設けてお互いの能力を認め合う機会

を増やすことが退会予防に有益となるかもしれない。

一方で，女性において，全体ならびに39歳以下で

は阻害要因である「身体的・心理的阻害」因子得点

が高い者，すなわち，運動はつまらなくて疲れるも

のだと思う者ほど退会率が高かった。Gjestvang ら

は，運動を継続するうえで「運動の楽しさ」に関す

る心理的要因の重要性を指摘している24)。FC 退会

予防策として，運動実施による爽快感や楽しさを感

じられる演出，たとえば，目標達成型のプログラム

の提供や交流イベントの企画等が考えられた24)。

4059歳の女性では，促進要因である「対人関係」

因子の得点が高い者，すなわち運動実施の利点を交

友関係が深まる，友人と一緒にできると考える者で

退会率が低かった。「対人関係」得点が高い者では，

すでに友人らに誘われて FC に入会し，一緒に活動

していることが考えられた。日本人を対象とした先

行研究においても，友人や家族のサポートを得られ

ている者では，運動継続しやすいことが報告されて

いる25)。さらに，運動を実施することで，社会的

ネットワークが広がるため26)，「対人関係」得点が

高い者では，FC 入会後にさらに交友関係が広がり，

FC に定着しやすいことが推察された。また，阻害

要因である「怠惰性」得点が高い者，すなわち自分

を無精である，動機付けに欠けると考える者で退会

率がむしろ低く，自分を怠惰ではないと思っている

人ほど退会しやすかった。このことから，「怠惰性」

因子の得点が低い女性には運動実施の動機付けを適

正に行う必要性が示唆された。先行研究では，新規

会員をコーチングすることによる退会抑制効果やイ

ンストラクターの能力が入会初期の退会に影響する

可能性が報告されている7,27)。Middelkamp らはラ

ンダム化比較試験により，月 1 回 3 か月間の退会を

予防することを目的としたコーチングを行うこと

で，退会を30抑制したことを明らかにしてい

る21)。運動実施の動機付けに欠ける女性会員を対象
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表 男性におけるフィットネスクラブの退会と心理的要因との関連

全体a（n＝595) 39歳以下b（n＝361) 4059歳b（n＝157) 60歳以上b（n＝77)

HR 95CI P 値 HR 95CI P 値 HR 95CI P 値 HR 95CI P 値

運動促進要因

健康・体力増進 0.98 0.831.16 0.834 1.12 0.901.38 0.321 0.72 0.521.00 0.047 0.65 0.261.62 0.354

心理的効果 0.93 0.811.07 0.313 0.91 0.771.08 0.287 1.04 0.771.41 0.801 0.96 0.372.50 0.927

対人関係 1.01 0.911.12 0.847 1.01 0.901.13 0.882 0.98 0.761.27 0.878 0.79 0.441.43 0.435

体重管理 1.12 0.971.28 0.118 1.05 0.901.24 0.528 1.18 0.861.62 0.316 1.25 0.672.36 0.482

自己の向上 1.10 0.991.23 0.088 1.08 0.951.23 0.261 1.13 0.811.57 0.475 2.52 1.105.81 0.030

運動阻害要因

身体的・心理的阻害 0.99 0.891.10 0.833 1.00 0.881.13 0.95 0.87 0.601.26 0.463 0.78 0.431.42 0.419

時間の管理 0.95 0.871.04 0.234 0.90 0.801.00 0.055 1.09 0.901.30 0.381 0.82 0.501.36 0.448

社会的支援の欠如 0.94 0.831.07 0.366 0.94 0.811.10 0.442 1.02 0.741.41 0.909 0.73 0.401.31 0.289

怠惰性 1.04 0.931.16 0.553 1.08 0.941.23 0.275 0.89 0.701.14 0.355 1.27 0.652.46 0.486

物理的環境 1.00 0.911.10 0.935 1.01 0.901.13 0.911 1.06 0.821.36 0.667 0.99 0.641.51 0.943

HRハザード比，95CI95信頼区間
a 年齢，就労状況，教育年数，主観的健康観，BMI を調整し，すべての心理的要因を説明変数として同時投入した。
b 就労状況，教育年数，主観的健康観，BMI を調整し，すべての心理的要因を説明変数として同時投入した。

表 女性におけるフィットネスクラブの退会と心理的要因との関連

全体a（n＝1,470) 39歳以下b（n＝829) 4059歳b（n＝460) 60歳以上b（n＝181)

HR 95CI P 値 HR 95CI P 値 HR 95CI P 値 HR 95CI P 値

運動促進要因

健康・体力増進 0.97 0.871.08 0.532 0.93 0.821.06 0.264 1.12 0.891.40 0.341 0.79 0.531.18 0.249

心理的効果 1.06 0.971.17 0.214 1.11 0.981.25 0.106 0.92 0.761.12 0.406 1.32 0.862.02 0.200

対人関係 0.95 0.891.01 0.100 1.00 0.931.09 0.934 0.84 0.740.97 0.014 0.89 0.731.09 0.251

体重管理 1.04 0.951.13 0.448 1.08 0.971.21 0.166 1.02 0.851.22 0.865 0.84 0.601.17 0.307

自己の向上 1.04 0.961.12 0.308 0.99 0.901.08 0.769 1.12 0.951.32 0.195 1.31 1.001.72 0.049

運動阻害要因

身体的・心理的阻害 1.07 1.001.15 0.046 1.10 1.011.19 0.024 1.01 0.871.18 0.906 1.03 0.791.34 0.842

時間の管理 0.97 0.921.03 0.339 0.95 0.881.02 0.182 1.09 0.971.22 0.150 0.88 0.721.07 0.209

社会的支援の欠如 1.06 0.991.15 0.107 1.05 0.951.16 0.313 1.13 0.971.32 0.107 1.14 0.901.44 0.292

怠惰性 0.95 0.881.02 0.119 0.99 0.911.08 0.800 0.85 0.730.99 0.035 0.91 0.701.19 0.507

物理的環境 0.97 0.911.04 0.350 0.96 0.891.04 0.333 1.04 0.901.19 0.639 0.91 0.721.16 0.451

HRハザード比，95CI95信頼区間
a 年齢，就労状況，教育年数，主観的健康観，BMI を調整し，すべての心理的要因を説明変数として同時投入した。
b 就労状況，教育年数，主観的健康観，BMI を調整し，すべての心理的要因を説明変数として同時投入した。
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としたコーチングは，会員の FC 継続のモチベー

ションを向上させ，運動習慣の確立に有効である可

能性がある。女性の60歳以上では，同年齢階級の男

性の結果と同様に「自己の向上」得点が高いもので

退会率が高いことが示された。このことから，高齢

女性においても，自分の能力を他者から認めてもら

えるような仲間づくりができるきっかけを提供する

ことにより，FC への帰属意識を生み出し，退会抑

制につながる可能性が考えられる。

. 本研究の限界点

本研究の結果の解釈において，いくつかの限界点

が存在する。1 点目は本研究では退会をアウトカム

としており，FC 退会後も自宅等で運動を継続して

いる可能性は否定できない。ただし，退会の理由に

ついて日本フィットネス産業協会は FC の運営に不

満があって退会する者や自宅で運動実施可能である

ために退会する者は15程度であり，残りの85は

運動を継続できないために FC を退会していると報

告している28)。2 点目は，本研究の追跡期間は最長
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18か月であり，比較的短い期間での検討であった可

能性がある。しかし，運動継続は開始から半年まで

の間の早期退会が多いことが報告されており6,7)，

本研究でも退会は10か月以内に比較的多かったこと

から，退会を検討するには十分な期間であったと考

えられる。3 点目は，本研究では，研究参加の同意

が得られなかった者の基本属性や心理的要因と退会

との関連を検討できていない。調査への非協力者で

は異なる心理的要因が退会と関連したかもしれない。

4 点目は，FC の利用頻度の多寡は退会と関連する

と考えられるが29)，本研究では利用頻度について検

討していない。しかし，本研究は FC 新規入会者の

入会時の心理的要因と退会との関連を検討するもの

であり，実際の利用頻度と退会との関連については

今後更なる研究が必要であろう。これらの限界点は

あるものの，本研究はこれまで十分に検討されてい

ない FC 新規入会者における運動習慣の促進要因・

阻害要因と退会との関連を，コホート研究によって

明らかとした点で重要といえる。さらに，性別およ

び年齢階級別の心理的要因を示したことにより，各

層に応じた退会を予防するより詳細なプログラムの

構築に資する有益な情報として活用されることが期

待される。

 結 語

本研究における退会率は24.6人/1,000人月であっ

た。FC の退会と関連する入会時の心理的要因は

性・年齢階級別に異なることが明らかとなった。入

会時における運動習慣の「促進要因」「阻害要因」

は運動への「期待」「障壁の予測」であり，これら

を入会時に理解することは今後 FC の退会予防策を

講じるうえで重要と考えられた。とくに，各 FC で

実施可能な運動プログラムが新規入会者のどのよう

な心理的要因に即しているか把握し，より適合しう

る運動プログラムを提供することが退会予防につな

がる可能性が示唆された。

本研究の実施にあたり，多大な協力を賜りました調査

対象施設のスタッフの皆様，参加していただきました会

員の皆様，および有益なご助言をいただきましたすべて

の関係者の方々に心より感謝申し上げます。

菊賀信雅は本研究における調査対象施設を管理運営す

る法人の代表である。その他，本研究に関し，開示すべ

き COI 状態はない。
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Associations between psychological attitudes toward exercise and ˆtness club

membership resignation among new members: A cohort study

Nobumasa KIKUGA,2, Noritoshi FUKUSHIMA, Susumu SAWADA3, Munehiro MATSUSHITA4,

Yuko GANDO5, Natsumi WATANABE6, Yuko HASHIMOTO7, Yoshio NAKATA8and Shigeru INOUE

Key wordsˆtness club, drop-out, exercise, psychological attitudes, cohort study

Objectives Approximately 40 of new ˆtness club (FC) members drop out within the ˆrst six months;

however, the factors associated with FC membership resignation are largely unknown. This study

aimed to identify the association between psychological attitudes toward exercise and FC member-

ship resignation.

Methods We conducted a cohort study enrolling participants from 17 FCs. All individuals who became

members at FCs between April 1st, 2015 and March 31st, 2016 (n＝5,421) were invited to partici-

pate in the study, and those who agreed to participate completed a self-administered baseline ques-

tionnaire (n＝2,934). We excluded participants aged ＜20 years (n＝167) and those with missing

values (n＝702). Psychological factors were evaluated using the short version of the perceived

beneˆt and barriers to exercise scale. Participants were followed until September 30th, 2016, at

which time we assessed the FC membership drop-out rate. Cox proportional-hazards models were

used to evaluate the association between perceived beneˆts/barriers of exercise and FC membership

resignation. Sub-analyses were then conducted, stratifying by gender and age group.

Results A total of 2,065 participants were included in the analyses. The mean (standard deviation) age

was 39.0 (15.0) years and 28.8 were male. Over 10.1 (4.4) months of newly-joined member fol-

low-up, the FC membership drop-out rate was 24.6 instances per 1000 person-months. Multivaria-

ble analyses revealed no signiˆcant factors associated with FC membership drop-out. However, men

aged 4059 years who had a high physical beneˆt score and who perceived improving physical ˆt-

ness as a beneˆt, were less likely to resign their memberships (hazard ratio [HR], 95 conˆdence

interval [CI], 0.72 [0.521.00]). However, women aged ＜40 years with a high discomfort score

and who saw discomfort as a barrier were more likely to resign membership (HR, 1.10 [1.01

1.19]). Women aged 4059 years with high social beneˆt scores and who perceived social interac-

tion as a beneˆt were less likely to resign their memberships, as were women with higher lack of

motivation to exercise scores and who perceived lack of motivation as a barrier to exercise (HR for

social beneˆt, 0.84 [0.740.97]; HR for lack of motivation, 0.85 [0.730.99]). Among both male

and female participants aged 60 years, higher self-improvement scores, indicating that peer recog-

nition was perceived as a beneˆt of exercise, was associated with higher HR for drop-out (men, 2.52

[1.105.81]; women, 1.31 [1.001.72]).

Conclusions The results revealed gender and age diŠerences in the association between the perceived

beneˆts/barriers of exercise and FC membership dropout. Implementing programs based on en-

rollees' characteristics and psychological factors may contribute to preventing FC dropout in the fu-

ture.
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